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第 1 回高齢者福祉専門分科会（R5.8.9）資料 

 

明石市高齢者いきいき福祉計画及び第８期介護保険事業計画の実施状況 

施策  
進捗 

状況 
 施策の方向性 取組内容 

 № 主な取組  

   ※進捗状況 〇：予定通り進んでいる 

      △：進んでいるが、不十分である 

      ×：進んでいない 

１．地域ネットワークの充実 

 （１）地域包括支援センターの機能強化 

 

１ 

必要な体制の検討、確保 〇地域総合支援センターが住民支援等の業務を適切に行えるよう、配置が義務付けられている３職

種（保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員）に加え、その他の専門職や事務職を含めた必要

な体制を確保した。 

〇３職種については、総数では国の基準をやや上回る配置ができているが、職種間の偏りがあるた

め、引き続き体制強化の取組を進める必要がある。 

△ 

 

２ 

多機関の協働による包括的支

援体制の構築 

〇各地域総合支援センターに総合相談支援員を配置し、次の取組を行っている。 

(1)相談者等に対する支援の実施 (2)相談支援包括化ネットワークの構築 (3)相談支援包括化

推進会議の開催（月１回） 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

世帯の複合課題事例等へ対応した件数（件） 53 7 10 
 

〇 

 

３ 

総合相談 〇地域総合支援センターに委託し、地域の高齢者に対し、次の総合相談を実施している。 

(1)地域におけるネットワーク構築 (2)相談支援 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

相談件数（件） 41,305 40,398 40,000 
 

○ 

 

４ 

権利擁護 〇地域総合支援センターに委託し、権利侵害を受けているなどの高齢者に対し、次のような権利擁

護を実施している。 

 (1)普及啓発 (2)高齢者虐待への対応 (3)消費者被害への対応 (4)成年後見制度の利用支援 

(5)認知症高齢者等への支援 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

相談件数（件） 3,773 4,099 3,800 
 

○ 

 

５ 

包括的・継続的ケアマネジメン

ト支援 

〇地域総合支援センターに委託し、次のような包括的・継続的ケアマネジメントを実施している。 

 (1)包括的・継続的なケアマネジメント体制の構築 (2)介護支援専門員のネットワークの活用 

(3)介護支援専門員への支援 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

相談件数（件） 2,423 2,629 3,000 
 

○ 

 

６ 

介護予防ケアマネジメント 〇介護支援専門員から要支援者等に対して、介護予防等を目的として適正なサービスを提供できる

よう支援している。 

〇要支援者等が介護予防等を目的として、その心身の状況、置かれている環境等に応じて、自らの

選択に基づき、介護予防事業その他、要支援者等の状態等にあった適切なサービスが包括的かつ

効率的に提供されるよう必要な援助を行っている。 

○ 

 

７ 

地域総合支援センター運営協

議会 

〇地域総合支援センター運営協議会において、次の内容について協議を行っている。(委員は学識

経験者・保健医療関係者・福祉関係者・介護保険施設等関係者・市民公募 12名で構成） 

 (1)地域総合支援センターの設置等に関すること (2)地域総合支援センターの運営及び評価に

関すること (3)地域における多機関及び多職種のネットワーク化の推進に関すること 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

運営協議会開催回数（回） 2 2 2 
 

○ 

 （２）介護予防と自立支援の推進（保健事業との一体的な推進） 

 

８ 

 

訪問型サービス費の支給 〇要支援者・事業対象者に対し、指定事業所及び委託による訪問型サービス（予防専門訪問型サー

ビス、生活援助訪問型サービス）を提供し、生活支援等を行っている。 

〇生活援助訪問型サービスの担い手を確保するため、従事者養成研修を開催している。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

利用件数（件） 
目標 21,624 22,207 22,790 

実績 20,579 20,511 21,000 

訪問型サービスにおける生活援助訪

問型サービス利用件数の割合（％） 

目標 6 8 10 

実績 4.8 5.1 6.0 

生活援助訪問型サービス利用件数（件） 982 1,037 1,367 

従事者養成研修開催回数（回） 1 1 1 
 

△ 
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９ 

 

通所型サービス費の支給 〇要支援者・事業対象者に対し、指定事業所による通所型サービス（予防専門通所型サービス）を

提供し、生活支援等を行っている。 

〇「再見！生活プログラム」（訪問と通所を組み合わせた短期集中予防サービス）を委託により実

施しているが、本プログラムはサービスを利用せずに生活できることを目指しているため、介護

支援専門員が予後予測を踏まえたサービスの利用提案を行うことが難しく、知名度が低いことも

あり、利用者数が少ない状況が続いている。 

○「再見！生活プログラム」については、引き続きサービス終了後の受け皿の確保を図りつつ、ケ

アマネジメント力の強化、サービスの内容や効果の周知に努める必要がある。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

利用件数（件） 
目標 26,003 26,704 27,405 

実績 22,731 22,698 23,000 

再見！生活プログラムの終了６か月

後に訪問型・通所型サービスを利用

していない人の割合（％） 

目標 90 90 90 

実績 100 50 90 

再見！生活プログラム利用者数（人） 3 3 3 
 

△ 

 

10 

介護予防ケアマネジメント事

業費の支給 

〇介護支援専門員から要支援者等（総合事業利用者）に対して、介護予防等を目的として適正なサ

ービスを提供できるよう支援している。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

延べ利用件数（件） 
目標 21,897 22,540 23,161 

実績 17,894 17,424 17,500 
 

〇 

 

11 

介護予防の把握 〇介護予防の普及啓発を通じて、介護予防の取組を必要とする高齢者を把握し、介護予防事業への

参加につなげるとともに、高齢者の保健事業と介護予防の一体的な推進にあたっては、取組を効

果的に進めるため、データを活用した対象者の把握を行っているが、介護予防の取組を必要とす

る高齢者を介護予防事業参加につなげる取組が十分ではない。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

介護予防のための基本チェック送付数（件） 

※令和 3 年度途中から基本チェックを後期

高齢者の質問票に変更 

3,301 4,598 5,000 

後期高齢者の質問票返送者に対する回答送

付数 
1,908 2,623 3,000 

 

△ 

 

12 

介護予防の普及啓発 〇地域の介護予防力強化のため、地域の高齢者を対象に、介護予防教室等の取組を通じて介護予防

に関する知識の普及啓発を行っている。 

○地域総合支援センターが、地域の集会所等において「いきいき！元気アップ教室」を開催し、自

主グループ（介護予防活動を目的に自主活動を行うグループ）の立ち上げや活動の定着の支援を

行っている。 

○脳の健康づくりとともに住民同士の支え合いの仕組みづくりにつながる取組として、「みんなで

脳力アップ教室」を実施した。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

介護予防教室開催回数（回） 27 89 100 
 

○ 

 

13 

自主グループ活動の支援 〇介護予防活動を目的に自主活動を行っているグループ（自主グループ）の育成支援や継続支援を

行うため、市の健康運動指導士等を派遣し、育成支援は１グループ４・５回、継続支援は１グル

ープ年２回程度の指導を行っている。 

〇住民運営の通いの場へのリハビリテーション専門職の関与を推進するため、自主グループに対

し、リハビリテーション専門職を派遣することにより、住民運営の通いの場等を充実させ、地域

における介護予防等の取組の機能強化を図っている。 

○ウィズコロナでの介護予防活動の新たな展開として「オンライン版元気アップ体操教室」を実施

した。（※下表に、「オンライン版元気アップ体操教室」の実績は含まず。） 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

自主グループ数（グループ） 
目標 130 145 160 

実績 126 134 160 

参加者数（人） 
目標 1,950 2,175 2,400 

実績 1,539 2,267 2,720 
 

△ 

 

14 

シニア活動の応援 〇地域住民が身近で気軽に集まることのできる居場所の整備等に対して補助金を交付することに

より、高齢者が住み慣れた地域で健康でいきいきとした生活を送ることができるよう、地域住民

が自由に集い、交流することを通じて、高齢者の閉じこもりや地域からの孤立を防止するととも

に、地域における支え合い体制の構築を応援している。 

○ボランティア活動等の社会参加に意欲のある高齢者を活動へとつなげる取組を通じ、高齢になっ

ても生きがいや役割をもって生活できる地域の実現を図っている。 

※令和 4年度は 3団体、令和 5年度は 4団体が、ふれあいの居場所の補助金の申請はせずに、自主

財源やサロン助成金等切り替えるなどして活動を継続している。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

ふれあいの居場所（か所） 
目標 25 25 25 

実績 23 22 25 

参加者数（人） 
目標 350 350 350 

実績 275 273 280 
 

〇 
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15 

地域支え合い活動促進事業 〇地域の高齢者等が担い手となって取り組む支え合い活動を促進するため、地域活動を行う上で必

要となる知識や技術の習得や、地域活動の現状、実際行われている活動について知ることを目的

とした研修会を実施した。また、参加者同士の意見交換の機会を設けるなどし、参加者の地域活

動に対するモチベーションの向上に努めている。 

○ 

 

16 

一般介護予防事業の評価 ○地域づくりの観点から、高齢者の保健事業と介護予防の一体的な推進におけるデータを活用し、

一般介護予防事業の分析や評価を行うとともに住民主体の通いの場への参加が参加者にもたら

す効果について調査、分析を行った。それらの結果に基づき、より効果的な介護予防に資する事

業展開につなげた。 

○ 

 

17 

自立支援型ケアマネジメント

会議 

〇要支援者等軽度者のＱＯＬ（生活の質）の向上を目指し、個別事例の検討を通じて、多職種協働

による専門的かつ多角的な視点によるケアマネジメント支援を行うことにより、軽度者の生活機

能の維持・改善を図るとともに地域課題の抽出を行っている。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

開催回数(回) 
目標 20 20 20 

実績 20 20 20 

検討事例数（件） 
目標 40 40 40 

実績 40 36 30 
 

○ 

 

18 

高齢者の保健事業と介護予防

の一体的な推進 

〇早期にフレイル状態に気づき対策を行うことで、自立した健康な状態を取り戻し、住み慣れた地

域で安心して暮らせるよう、75 歳以上の後期高齢者医療保険加入者を対象として、庁内の保健

事業・介護予防事業の担当部局及び関係団体と連携し、フレイル対策を行っている。 

〇取組を効果的に進めるために、健診受診の推進や通いの場の参加者等を対象とした「高齢者の質

問票」による状態の確認及びフレイル予防に関する健康教育、相談事業等を行っている。 

〇ハイリスクアプローチでは、過去の一定期間のうち後期高齢者健診、医療や介護サービスの利用

履歴のない者を健康状態不明者として「高齢者の質問票」による状態の確認やフレイル状態ハイ

リスク者への訪問・電話等を行い必要なサービスに接続している。 

〇ポピュレーションアプローチでは地域の通いの場等においてフレイル予防の健康教室や個別相

談を行い、参加者の状況に応じて必要なサービスに接続している。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

通いの場における健康教室の開催回

数（回） 

目標 35 40 45 

実績 37 31 43 

通いの場における健康教室の参加人

数（人） 

目標 350 400 450 

実績 611 565 862 
 

〇 

 （３）地域ケア会議の推進 

 

19 

地域ケア個別会議の実施 ○個別事例から地域課題を抽出し、その課題について関係機関で検討を重ねることにより、地域の

課題を関係者で共有している。 

○関係機関との連携や多職種協働等による課題解決に向けた具体的な検討を行っている。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

地域ケア個別会議の開催回数（回） 
目標 300 320 340 

実績 129 377 340 

地域ケア個別会議における延べ検討

事例数（件） 

目標 320 340 360 

実績 149 393 350 
 

○ 

 
20 

専門部会（地域ケア推進会議）

の実施 

○個別事例の検討や地域福祉活動等から抽出した地域課題のうち、運営会議において協議すべきと

判断された課題について、課題ごとの中核的なメンバーが集まり、各テーマ別に検討している。 
○ 

 

21 

まちなかゾーン会議の設置 ○行政や保健医療福祉関係者、地域住民組織の代表者等が連携し、地域課題を解決する協働のプラ

ットフォームとして設置した。地域課題の解決を図るため、生活習慣病予防や歯・口腔、こころ

の健康づくりなどの健康課題や認知症、生活支援などのテーマについて検討を進めている。 
○ 

 （４）在宅医療・介護連携の推進 

 

22 

在宅医療・介護連携の推進 〇地域総合支援センターに在宅医療・介護の連携を総合的に進める人材を育成・配置し、地域の介

護・医療関係者等からの在宅医療・介護連携に関する事項の相談を受け付けるほか、必要に応じ

て、退院の際の地域の介護関係者と医療関係者の連絡調整や、患者やその家族の要望を踏まえた

地域の介護保険サービス事業所や医療機関等の紹介を行った。 

○地域の介護支援専門員等の介護職や看護師等の医療職との連携強化を図る多職種連携学習会や

研修会を開催し、顔の見える関係づくりの促進を目指しているが、開催実績が少ない状況にある。 

○これらの取組の中で把握した課題を整理し、専門部会（地域ケア推進会議）において協議すべき

と判断された事項について、関係機関の多職種により解決に向けた検討を行った。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

相談件数（件） 18 34 30 

多職種連携学習会の開催回数（回） 0 1 2 
 

△ 
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 （５）在宅での生活支援 

 

23 

在宅介護の支援 ○公共交通機関が利用できない在宅の要介護１以上の高齢者に対し、通院の際に利用できるタクシ

ー利用券を交付することで要援護高齢者の在宅介護を支援している。 

○在宅寝たきり高齢者や認知症高齢者を自宅で介護する家族におむつなどの介護用品を支給する

ことで身体的、精神的、経済的負担の軽減を図っている。 

○認知症等により火災予防が必要な高齢者に対し、日常生活用具（電磁調理器や火災報知器等）を

給付している。 

○徘徊行動のある高齢者を介護している家族に居場所検索用端末機を貸与することで、早期発見、

事故の防止を図っている。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

通院支援タクシー利用券の交付数（件） 903 971 1,000 

介護用品の支給件数（件） 182 211 232 

日常生活用具の給付件数（件） 25 11 15 

居場所検索用端末機の新規貸与数（人） 14 12 15 
 

〇 

 

24 

介護離職防止の取組 ○介護離職防止を進めるため、家族等の介護負担が過度にならないよう、出前講座等で介護保険サ

ービスの適切な利用についての啓発を行った。また、家族の介護負担軽減等やむを得ない場合に

ついては、ショートステイの長期利用を可能とする等、柔軟に対応している。 
△ 

 （６）高齢者の住まいの安定確保 

 

25 

高齢者に配慮した住まいの確

保 

○地域密着型サービス事業者（地域密着型特別養護老人ホームやグループホーム等）及び混合型特

定施設入居者生活介護を行うサービス付き高齢者向け住宅事業者の公募を実施した。 

○公募に対して応募がないなどのため、計画未達成の見込みの施設等がある。施設の整備状況や必

要量を適切に見込み、施設整備の検討を進める。 

  ※施設整備の状況は、No.71に記載 

〇有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅に関する情報をホームページで提供している。 

サービス付き高齢者向け住宅については、住宅施策所管部と連携し、法令に基づく登録を推進す

るとともに、住宅セーフティネット制度に登録された民間賃貸住宅の情報提供など、高齢者の状

況 に応じて入居できるよう住宅確保に対する支援を行っている。 

○虚弱な単身高齢者や高齢者のみの世帯を対象の高齢者世話付住宅（シルバーハウジング）に生活

援助員を配置して、居住する高齢者に生活指導や相談、安否確認等を行い、自立生活を営めるよ

う支援している。（３か所、134戸） 

△ 

 

26 

住まいへの支援 ○要介護認定等を受けた高齢者が、その居住する住宅でいつまでも安心して自立した生活を送るこ

とができるよう、住宅改造に係る費用の助成を行っている。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

住宅改造助成件数（件） 92 101 90 

保険給付適用件数（住宅改修）（件） 1,460 1,332 1,500 
 

〇 
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２．認知症の人や家族への支援の充実 

 （１）認知症の理解啓発・地域支援体制の充実 

 

27 

認知症サポーターの養成 ○認知症について正しく理解し、偏見を持たず、自分のできる範囲で認知症の人やその家族を温か

く見守る応援者である認知症サポーターを養成している。 

○認知症支援のシンボルカラーであるオレンジにちなみ、令和３年 10月から「認知症サポーター」

を「オレンジサポーター」という名称に変更するとともに、オレンジサポーターの証としての本

市オリジナルバッジを作製・配付するなど、養成講座の受講促進を図っている。 

〇認知症の人と地域で関わることが多いことが予想される企業・団体の従業員等に対する養成講座

の受講促進や本市の認知症施策への積極的な参画及び官民連携による地域理解の促進を図るた

め、受講した企業・団体等に「認知症の人やそのご家族にやさしい事業所・店舗・団体」である

ことを示すステッカーを交付する「あかしオレンジサポーター協力事業所制度」を創設した。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

認知症サポーター養成講座の受講人

数（人） 

目標 2,000 2,000 2,000 

実績 4,690 2,915 5,000 
 

〇 

 

28 

キャラバン・メイトの養成 ○認知症サポーター養成講座の講師役となるキャラバン・メイトの養成研修を実施し、認知症サポ

ーターの養成を促進した。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

キャラバン・メイトの養成者数（人） 41 37 50 
 

〇 

 

29 

認知症サポーターステップア

ップ講座の開催 

○意欲のある認知症サポーターがより具体的な認知症の人への関わり方や対応方法についての理

解をさらに深め、地域での認知症の人への支援活動を行うための方法を習得する講座を開催し

た。 

○認知症サポーターの地域活動を促進・支援するため、認知症の人への関わり方、関連する制度、

地域資源等について学び、様々な場で地域支援を行う「シルバーサポーター」を養成する新たな

ステップアップ講座を創設し、各地区で開催している。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

認知症サポーターステップアップ講

座の受講人数（人） 

※シルバーサポーターを含む 

目標 50 50 50 

実績 71 116 70 
 

〇 

 

30 

認知症サポーターの活動支援 ○令和３年 10月に、認知症に対する地域理解の促進やサポーターの活動の促進を図るため、「あか

しオレンジサポーター制度」を創設した。既存のオレンジサポーターに加え、新たに、地域支援

を担うシルバーサポーターを養成し、活動支援を行っている。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

シルバーサポーター養成講座受講者数（人） 41 116 50 
 

〇 

 

31 

チームオレンジの構築 ○認知症サポーター等がチームを作り、認知症の人やその家族のニーズに合った具体的な支援につ

なげる仕組みである「チームオレンジ」の構築に向けて、地域支援を担うシルバーサポーター等

の活動を支援し、地域での認知症理解の促進や通いの場の拡充を図った。 
△ 

 

32 

社会参加支援 ○認知症の人の社会参加につながる取組として、自らの経験に基づき市の事業等に関わる「あかし

オレンジピアサポーター」を創設した。令和５年４月１日時点で２名の登録をいただき、自らの

体験や希望、必要としていることを語り合う「本人ミーティング」を開催した。 
△ 

 

33 

認知症地域支援推進員の配置 ○認知症地域支援推進員を地域総合支援センター本部に２名配置し、認知症の人が安心して暮らせ

るまちに向けて、核となる地域総合支援センター、認知症疾患医療センター、認知症家族会等と

の連携ネットワークを強化し、市域全体で認知症理解を広めることができるよう支援等を行っ

た。また、市の認知症施策の検討にも参画し、「あかしオレンジピアサポーター」の制度設計及

び周知の中心的役割を担った。 

〇 

 

34 

明石市高齢者福祉月間の設置 ○９月を「明石市高齢者福祉月間」と定め、敬老事業とともに天文科学館のオレンジライトアップ

や認知症家族介護支援講座の開催、あかし市民図書館での認知症理解に関するパネル展示など、

認知症の理解啓発のためのイベント等を集中的に実施し、まち全体で認知症理解を深める機運を

高め、認知症の人や家族が住み慣れた地域で生活できるまちづくりを促進している。 

〇 

 
35 

見守りＳＯＳネットワーク事

業との連携 

○市社会福祉協議会が行っている見守りＳＯＳネットワーク事業との連携を図り、高齢者が行方不

明になった際には、早期発見、保護につなげられるよう協力した。 
△ 

 

36 

高齢者見守りネットワークの

充実 

○事業活動を通じて高齢者と接する機会の多い民間事業者、特に行方不明になった高齢者を早期に

発見できるよう金融機関や商店等との高齢者見守り協定の締結に取り組み、官民一体となり高齢

者の見守り支援を行っている。 

○認知症家族会をはじめ、民生児童委員や医療福祉関係者、地域団体、企業関係者等で構成する「認

知症あんしんネットワーク会議」を開催し、意識共有や意見交換することで、市や関係機関だけ

でなく、市民や事業者等もそれぞれの役割のもと連携しながら認知症にやさしいまちづくりに取

り組んでいる。 

〇 

 （２）早期の気づき・早期支援の推進 

 

37 

相談体制の充実 ○市窓口に加え、各地域で身近に相談できるよう地域総合支援センターや、認知症について多様な

内容を気軽に相談できるよう設置した「認知症総合相談窓口」、認知症相談に係る専用相談電話

「認知症相談ダイヤル」で介護や医療等に関する相談に対応した。 

○本人や家族だけでなく、近隣や地域の関係者も気軽に相談できるよう、相談窓口の周知啓発を図

っている。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

相談件数（件） 6,725 8,386 7,600 
 

〇 

 

38 

認知症ケアパスの活用 ○医師会と連携し、医療機関や受けられるサービスなどの認知症に関する情報を記載した「認知症

のキホン」を発行し、市ホームページへも掲載するとともに、各相談窓口に設置し、相談の際に

活用したり、必要な方へ配付している。 
〇 
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39 

認知症初期集中支援チームの

活動 

○地域総合支援センターに医療職と福祉・介護職のチームを配置するとともに、認知症の人や認知

症が疑われる人に早い段階で、複数の専門職が家庭を訪問し、アセスメントを行った上で初期支

援を行っている。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

チーム員会議（回） 5 3 11 

対応者数（人） 10 7 7 
 

〇 

 

40 

認知症相談（精神保健相談）の

実施 

○適切な保健福祉サービス、地域支援に繋げるため、認知症や認知症が疑われる高齢者に対し、精

神科医師や保健師等のチームによる訪問相談を行っている。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

精神科医師等のチームによる訪問実施件数

（人） 
4 2 4 

 

〇 

 

41 

認知症早期支援事業（認知症診

断費用等助成事業） 

○65 歳以上の高齢者を対象として、市が作成する認知症チェックシートを活用し、認知機能低下

のおそれのある人には、認知症診断の受診を促し、早期対応につながるよう、認知症の診断費用

を全額助成し、早期の支援につなげている。さらに、認知症の診断を受けた人に対し、タクシー

券又は居場所検索用端末機（ＧＰＳ）の基本使用料を助成した。 

○チェックシートの提出をきっかけに、地域総合支援センターと連携し、状況を定期的・継続的に

把握し、医療・介護保険サービスへつないでいけるよう、総合支援体制の強化を図った。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

認知症チェックシート提出者数（人） 2,024 2,766 4,000 

認知症診断費用助成者数（人） 158 157 380 
 

〇 

 

42 

医療介護体制の充実 ○明石市医師会との間で「認知症施策に関する包括連携協定」を結び、医師会との協力・連携体制

を一層強化した。 

○認知症手帳（あかしオレンジ手帳）の配付やケアパスの活用、認知症診断費用等助成事業などを

通して、医療機関と介護保険サービスの連携を強化し、認知症の人や家族への包括的支援を行っ

ている。 

○認知症初期集中支援チームや精神保健相談事業などの利用により、必要な医療や介護保険サービ

スにつながりにくい事案に対し、各種専門職が連携することで適切な支援につなげている。 

○ 

 

43 

認知症予防教室の開催 ○早期から認知症予防に取り組むことで、認知症の発症や進行を遅らせる可能性があることを踏ま

え、認知症についての正しい知識や認知症予防に役立つ体操や食生活について介護予防出前講座

を開催した。 

○脳の健康づくりとともに住民同士の支え合いの仕組みづくりにつながる取組として、「みんなで

脳力アップ教室」を開講し、受講生 28名に対して、令和４年８月から令和５年２月までに 26回

実施した。 

○企業や事業者向けの認知症理解を深めるためのオレンジサポーター養成講座を行い、高齢になっ

てからではなく、予防を含めた認知症への「備え」としての取組を推進した。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

認知症に関する介護予防出前講座開催回数

（回） 
2 7 5 

認知症に関する介護予防出前講座参加者数

（人） 
42 102 100 

企業・事業者向けオレンジサポーター養成

講座開催回数（回） 
32 13 20 

企業・事業者向けオレンジサポーター養成

講座受講人数（人） 
384 251 300 

 

〇 

 （３）権利擁護・在宅生活の支援 

 

44 

成年後見制度利用支援事業 ○認知症等により判断能力が低下し、日常生活を営むことに支障がある高齢者等が、より安全な日

常生活を営むことができるよう、成年後見人等選任の申立てを行う親族等がいない場合に、申立

て手続きを実施している。 
〇 

 

45 

居場所検索用端末機（ＧＰＳ）

の貸出 

○行方不明のおそれのある認知症高齢者の居場所の早期発見、事故防止及び家族の負担軽減を図る

ため、認知症高齢者を介護している家族に、居場所検索用端末機(GPS)を貸与している。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

新規貸与数（人） 14 12 15 
 

〇 

 

46 

日常生活用具の給付 ○ひとり暮らし高齢者等の火災を防ぎ、自宅での安全な生活を支援するため、電磁調理器、火災報

知器、自動消火器を給付している。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

給付件数（件） 25 11 15 
 

○ 

 

47 

ショートステイの活用 ○認知症の人や家族が安心して暮らせるよう、認知症の人を介護する家族が急病等やむを得ない事

情で介護を継続することが困難な場合に特別養護老人ホームのショートステイを利用できるよ

う１床を確保して体制整備を行った。令和４年度実績：３人（延利用日数 44日） 
〇 

 

48 

家族介護用品の支給 ○在宅生活を支援するため、在宅で生活する認知症や寝たきり等の介護が必要な高齢者を自宅で介

護する家族に介護用品（紙おむつ、尿取りパッド等）を支給し、身体的、経済的負担の軽減を図

っている。また、令和２年７月から、利用対象者の拡大（「要介護３以上」）、早期支援につなげ

ることを目的とした見守り支援サービスの付加といった事業拡充を行った。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

給付者数（人） 182 211 232 
 

〇 
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49 

認知症カフェや居場所の推進 ○知症の人やその家族、医療や介護の専門職、地域の人など、誰もが気軽に参加でき、認知症の人

やその家族同士がお茶や軽食をとりながら情報交換できる認知症カフェ等の設置を推進するた

め、令和３年度から認知症カフェ助成金を拡充し、開催している団体に対する運営費の助成等支

援を行った。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

認知症カフェ等設置数（か所） 
目標 13 17 21 

助成件数 7 9 13 
 

△ 

 

50 

認知症家族会への支援 ○認知症の人を介護している家族同士が集まり、介護の体験を話し合うなどの交流を図る場（あっ

た会）に参加し、介護方法や各種相談に対する助言や情報の提供を行い、介護者の負担軽減につ

なげている（月１回開催）。また、地域支援を担うシルバーサポーターや介護支援専門員の参加

を呼び掛けるなど、活動支援・連携の強化に努めている。 

〇 

 
51 

家族介護支援講座の開催 ○９月の明石市高齢者福祉月間において、認知症高齢者を抱える家族向けに認知症の人への接し方

や対応方法等について講座を開催した。 
〇 

 

52 

通院支援タクシー利用券の交

付 

○一般の公共交通機関を利用することができない要介護１以上の在宅高齢者に対し、通院用のタク

シー利用券の交付を行った。 

 ※交付状況は、№23に記載 
〇 

 

53 

認知症サポート給付金等の支

給 

○医療機関で認知症と診断された在宅で生活している人に給付金を支給し、生活支援を行うととも

に、給付金対象者に認知症手帳（あかしオレンジ手帳）及び弁当の宅配や見守り・話し相手、外

出支援等のサービスを提供する寄り添い支援員の派遣、１泊２日のショートステイが利用できる

３つの無料券（あんしんチケット）を交付し、介護者の負担軽減を図るとともに、在宅介護生活

の支援を図っている。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

認知症サポート給付金支給者数（人） 391 354 400 
 

〇 

 

54 

認知症手帳（あかしオレンジ手

帳）の発行・活用 

○認知症サポート給付金の支給者に対し、認知症の人の支援方法や相談機関、支援サービスなどの

各種情報を掲載し、医療受診や介護保険サービスの利用状況を経年的に記載できる手帳を交付す

ることで、医療や介護等の連携を図り、本人の意思を尊重した総合的支援につなげた。また、あ

かしオレンジ手帳及びあんしんチケットを自宅訪問により直接お渡しすることで、支援の必要性

を把握し、個々の状況に応じた支援を行った。 

〇 

 （４）若年性認知症支援の推進 

 
55 

若年性認知症の周知・啓発 ○認知症ケアパス（認知症のキホン）に若年性認知症の人が利用できる制度や相談窓口等の案内を

掲載しているほか、市内 24か所の医療機関に設置するなど、周知・啓発を行っている。 
〇 

 

56 

若年性認知症家族会への支援 ○地域総合支援センターに配置している認知症地域支援推進員が若年性認知症家族会の開催や運

営の支援を行っている。 

○認知症あんしんネットワーク会議への参画をはじめ、若年性認知症の相談を受けた際に適宜意見

交換をするなど、連携強化に努めている。 

〇 

 
57 

若年性認知症支援講座の開催 ○９月の明石市高齢者福祉月間における家族介護支援講座や認知症サポーター養成講座内で、若年

性認知症について学ぶ内容を盛り込み、周知・啓発に取り組んだ。 
△ 

 

58 

若年性認知症の支援体制の整

備 

○認知症地域支援推進員を中心に若年性認知症家族会と連携を図りながら、若年性認知症の人に対

して必要な支援を行っている。 

○認知症診断費用等助成事業において、認知症と診断された 65 歳未満の市民も助成対象とし、支

援体制の整備を強化した。 

〇 

 
59 

若年性認知症の人の社会参加

への支援 

○若年性認知症家族会や専門機関、事業者等と連携し、若年性認知症の人の就労継続や就労支援に

向けた理解促進、啓発活動等に取り組んでいる。 
△ 

 （５）介護保険サービスの充実 

 

60 

グループホーム等の整備 〇高齢者が住み慣れた地域で暮らしを続けていけるよう、認知症対応型共同生活介護や認知症対応

型通所介護等の地域密着型サービス事業所の整備を行った。 

  ※施設整備の状況は、No.71に記載 
〇 
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３．権利擁護の取組の充実 

 （１）成年後見人制度の普及促進 

 

61 

成年後見人制度の普及促進 ○市内６か所の地域総合支援センターにおいて高齢者の権利擁護に関する相談対応を行っている。

また、後見支援センターにおいて、後見・権利擁護の専門相談・専門支援や、後見制度の広報・

啓発、法人後見の受任、市民後見人等の養成や活動支援、関係機関との連携強化による支援体制

やネットワークづくりなどを行っている。 

○身寄りがなく、判断能力が十分でないため財産管理や日常生活上必要な契約行為ができない高齢

者に対し、成年後見人等選任の申立て（市長申立て）を行うほか、被後見人が低所得である場合

などに、成年後見人に対し報酬の助成を行っている。 

○対象者の状態に応じて日常生活自立支援事業の活用を促し、高齢者の自立を支援している。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

成年後見人報酬助成対象者数（人） 95 105 120 

日常生活自立支援事業利用者数（人） 83 88 90 
 

○ 

 （２）高齢者の虐待防止及び早期発見・早期対応 

 

62 

高齢者虐待の防止及び早期発

見・早期対応 

〇高齢者虐待が疑われる場合の虐待通報窓口や、介護に関する悩みを相談できる窓口を市役所のほ

か地域総合支援センターに設置している。また、夜間・休日の緊急相談専用電話を開設し、早期

発見・早期対応につながる環境整備を図った。医師会、司法書士会、警察等関係団体、地域の介

護サービス事業者、民生児童委員などと連携し、見守り体制の充実、虐待防止を図っている。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

虐待通報対応件数（件） 174 216 220 
 

〇 

 

63 

高齢者虐待に対する啓発と対

応力の向上 

○高齢者虐待が疑われる際に、早期に相談・通報してもらえるよう、パンフレットを作成し、相談

窓口等の周知や高齢者虐待に対する啓発を行っている。 

○在宅における高齢者虐待事案に対応する際に、複合多問題を解決する必要があることから、地域

総合支援センターにおいて、多機関と合同で対応力向上のための研修を実施し、スキルアップ及

び多職種間での連携強化を図っている。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

パンフレット配布枚数（枚） 1,500 2,486 2,500 

高齢者虐待防止研修開催回数（回） 6 8 9 

高齢者虐待防止研修参加者人数（人） 150 200 200 
 

〇 

 

64 

施設虐待に対する対応 〇介護老人福祉施設などの高齢者福祉施設における虐待を早期に発見するため、通報や相談等を受

ける窓口を周知するとともに、定期及び随時監査による適切な指導を行い、施設虐待の防止に努

めた。また、運営における注意・改善点等を施設に通知するなどして情報共有をすることで適正

な施設運営につなげている。 

〇虐待の起こらない組織づくりや職員育成など、対人支援の観点から施設管理者等を対象に研修会

を実施している。 

〇 

 

４．災害・感染症に対する体制整備の推進 

 （１）災害に対する体制整備の推進 

 

65 

要配慮者支援体制の整備 ○災害時に支援の必要な高齢者や障害者の情報を把握するため、ひとり暮らし高齢者や要介護４・

５の認定者、障害を有する高齢者などのうち、避難行動要支援者台帳への未登録の人に対しアン

ケートを送付するなどして登録を促進している。また、台帳登録情報を基に、安否確認や避難誘

導、避難生活支援等を行うための基礎となる避難行動要支援者名簿を作成し、提供希望があれば、

平常時から自治会や町内会、自主防災組織へ提供し、要支援者支援体制の整備を図っているが、

地域における安否確認等が促進できるよう地域への更なる啓発を行う必要がある。 

○自治会・町内会、民生児童委員、社会福祉協議会、自主防災組織及び福祉専門職等の関係者と市

が連携し、災害時要配慮者一人ひとりに応じた避難場所や避難方法、支援する人などを決めてお

く「個別避難計画」の作成を促進している。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

避難行動要支援者台帳登録者数（人） 10,378 10,284 10,250 

避難行動要支援者名簿（人）（非同意含む） 11,848 11,804 11,850 

避難行動要支援者名簿提供実績（提供先） 216 216 218 

個別避難計画作成数（累計） 65 76 250 
 

〇 

 （２）感染症に対する体制整備の推進 

 

66 

感染症流行時に備えた対策の

推進 

○介護事業所等において、感染症が発生した場合でも介護サービスが継続できるように関係部署と

連携し、高齢者施設入所者及び従事者に対するワクチンの優先接種や、高齢者施設に対する保健

所長からの感染症の流行に備えた説明会等を実施した 
〇 

 

67 

感染症流行時への支援 ○高齢者の生活を支えるための必要な介護サービスを提供していくため、介護事業所等は日々感染

防止対策を徹底していることから、国や県と連携し、介護事業所等に対してマスクや検査キット

等の配付や財政的支援等、事業継続に必要な支援を行った。 

○保健所と連携し、介護事業所等への環境ラウンドを通じて感染防止対策の徹底を指導し、クラス

ター発生を最小限に抑えられるよう努めた。感染者が発生した介護事業所等に対しては、県や関

係機関との連携のもと、代替サービスや介護職員の確保の支援を行った。 

○在宅の高齢者においては、介護サービスの利用控えや外出の自粛による身体機能の低下等心身の

影響が日常生活に支障を生じることがないよう、感染防止対策を徹底した上で適切な介護サービ

スの提供や必要な生活上の支援を継続することについて、介護事業者等に注意喚起を行った。 

〇 

 



 9 / 13 

 

５．介護保険サービスの充実 

 （１）在宅サービスの促進 

 

68 

在宅サービスの確保 〇地域の実情に応じて、在宅介護サービスを提供する事業者の指定管理を行っている。 

・令和５年度見込みは、令和５年７月１日現在の居宅サービス指定数（地域密着型サービス・総合

事業を除く） 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

訪問介護 95 96 97 

訪問入浴介護 6 6 6 

訪問看護 41 43 45 

訪問リハビリテーション 4 4 4 

通所介護 47 45 45 

通所リハビリテーション 6 6 6 

福祉用具貸与 13 11 11 

短期入所生活介護 21 21 21 

短期入所療養介護 6 6 6 

居宅療養管理指導 1 1 1 

福祉用具販売 13 11 11 

居宅介護支援 88 85 85 
 

〇 

 

69 

地域密着型サービスの確保 ○高齢者が可能な限り住み慣れた地域で暮らしを続けることができるよう、本市の市民が優先して

利用できる地域密着型サービスの計画的な整備に努めている。 

○認知症対応型共同生活介護については、計画通りの整備ができる見込み。 

〇24 時間 365 日にわたって安心した在宅生活を支える定期巡回・随時対応型訪問介護看護につい

ては、徐々に整備が進んでいるが、「通い」、「訪問」、「泊まり」の各サービスを総合的に受ける

ことができる小規模多機能型居宅介護及び、医療ニーズの高い中重度の高齢者に対応できる看護

小規模多機能型居宅介護については、公募を行っても事業者の応募がなく、整備が進んでいない。 

△ 

 

70 

地域密着型サービス運営委員

会の運営 

〇地域密着型サービスの公正かつ透明性の高い制度運営を確保する為、委員会を開催し、サービス

の適正な運営に向けて協議している。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

委員会開催回数（回） 2 3 2 
 

〇 

 （２）施設サービスの充実 

 

71 

令和 7 年(2025 年)の推計必要

量を踏まえた介護施設の整備 

〇第８期介護保険計画において、団塊の世代が 75 歳以上となる令和 7 年度における施設サービス

の必要量を推計し、計画的に整備を進めている。 

〇公募に対して応募がないなどのため、計画未達成の見込みの施設等がある。施設の整備状況や必

要量を適切に見込み、施設整備の検討を進める。 

〇整備費補助の上乗せや魚住清掃工場跡地（市有地）の提供により特養整備の促進を図ったが、新

規整備が進まなかったこともあり、広域型特養併設ショートステイの特養転換による特別養護老

人ホームの整備を進めている。（令和 5年度で 4か所 35床整備予定） 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

介護老人福祉施設（床） 
目標 1,120 1,210 1,210 

実績 1,120 1,120 1,155 

地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護（床） 

目標 87 145 145 

実績 87 87 87 

介護老人保健施設（床） 
目標 596 596 596 

実績 596 596 596 

介護療養型医療施設（床） 
目標 0 0 0 

実績 0 0 0 

認知症対応型共同生活介護（床）※ 
目標 366 384 402 

実績 357 357 411 

特定施設入居者生活介護（床） 
目標 574 674 774 

実績 574 574 704 

小規模多機能型居宅介護（事業所数） 
目標 11 14 17 

実績 10 10 10 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

（事業所数） 

目標 4 6 8 

実績 4 5 6 

看護小規模多機能型居宅介護（事業

所数） 

目標 5 6 8 

実績 5 5 5 

※認知症対応型共同生活介護については、令和 7 年度末までの整備計画数の内 9 床を前倒しで整備の

ため令和 5 年度の目標値を上回る。 
 

△ 

     

  



 10 / 13 

 

 （３）介護保険サービスの質の向上 

 

72 

事業者への適切な指導・監査の

実施 

〇介護老人福祉施設などの事業者や施設等に対し、介護給付費等対象サービスの質を確保するた

め、運営指導を行っている。不適切な運営が確認された事業者に対しては、監査や指導を行い、

是正を促している。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

運営指導を行った事業所数（か所） 45 59 54 
 

〇 

 

73 

制度の周知、啓発と苦情への対

応 

〇介護等が必要となった際に円滑なサービス利用につながるよう、また、制度への理解を深めても

らえるよう、パンフレットの配布や出前講座を開催し、利用者のサービスの選択を支援する。 

〇新型コロナウイルス感染症の影響で、出前講座の申し込みが減少した。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

出前講座（回） 1 1 1 
 

△ 

 

74 

介護支援専門員の支援 ○地域総合支援センターにおいて、困難事例を抱えた介護支援専門員に対する相談支援や介護支援

専門員間のネットワークの活用、包括的・継続的なケアマネジメント体制の構築などを行ってい

る。 

○居宅介護支援事業者に対し「自立支援等に資するケアマネジメントに関する明石市の基本方針」

を通知し、保険者のケアマネジメントについての基本的な考え方を示している。 

○居宅介護支援事業者等に対し、ケアマネジメントに必要な知識についての研修を開催した。 

○介護サービス事業者連絡会の居宅部会と、毎年懇談会を開催し、意見交換等を行っている。 

○ 

 

75 

リハビリテーションサービス

の提供 

○介護予防を効果的に進めるため、本市が目指すリハビリテーションサービス提供体制の在り方に

ついて、国の示すリハビリテーションサービス提供体制の構築に関する手引きに基づいた情報収

集を行った。 
△ 

 

76 

ふれあい介護相談員の派遣 〇新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年３月以降訪問を中止している。相談員が減少

し、高齢化も進んでいることから、新型コロナウイルス感染症５類移行後の対応について、検討

を行っている。 
× 

 （４）介護保険サービスの適正利用の促進 

 

77 

適正な要支援・要介護認定の実

施 

〇適切かつ公平な要介護認定を行うため、市調査員、居宅介護支援事業所及び個人委託の介護支援

専門員が実施した認定調査実施後の調査票の内容について、市職員が全件検収を実施している。 

また、認定調査員全体の技術力向上を目的として、県が実施する調査員研修への参加の呼び掛け

や、市独自に認定調査員向けの従事者説明会を実施した。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

調査票検収状況(%) 
目標 100 100 100 

実績 100 100 100 
 

〇 

 

78 

ケアプランの点検 〇有資格者の外部講師と相談し、対象者の抽出、書面による点検、事業所・講師・市の三者で面接

（初回・フォロー）を行っている。令和元年度から有資格者（介護支援専門員資格）への委託を

行っており、市職員のみで行っていた時より点検件数は増加し、質も向上した。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

面接による点検（件） 
目標 60 60 60 

実績 60 60 60 
 

〇 

 

79 

縦覧点検・医療情報との突合 〇国保連合会から送付される各種帳票等の点検を行うことで、請求内容の誤りを発見し、事業所に

対して適正な請求を促した。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

縦覧点検（件） 
目標 55 55 55 

実績 133 141 55 

〇国保連合会から送付される介護保険と医療保険の利用状況を確認し、入院中の介護保険利用など

不適切な請求を行っている可能性のある事業所に対して確認・訂正を促した。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

医療給付情報突合（件） 
目標 35 35 35 

実績 11 16 35 
 

〇 

 

80 

介護給付費通知書の発送 〇介護サービスを利用している被保険者に、自身がどのようなサービスを受け、どのくらいの費用

が発生しているかを通知することで、不正請求の防止やサービス費用の理解を促進している。（毎

年９月と２月に実施） 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

介護給付費通知回数（回） 
目標 2 2 2 

実績 2 2 2 
 

〇 

 

81 

住宅改修の点検 〇改修が必要となる理由書や内容、図面、改修前写真及び見積書等の書類による事前審査と、改修

後の完成写真や図面等の書類による事後審査を全件実施した。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

書類審査（％） 
目標 100 100 100 

実績 100 100 100 

疑義が生じた改修の現地調査（％） 
目標 100 100 100 

実績 100 100 100 
 

〇 
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 （５）介護人材の確保・育成 

 

82 

人材の確保・定着に向けた取組

の促進 

〇介護人材確保にかかる取組についての情報提供を目的としたページを市ホームページ内に作成

した。 

〇令和 4年度から資格取得支援の受講費助成の対象を、福祉サービスの質の向上につながる介護福

祉士等の資格の試験料や、認知症関連の研修、ケアマネジャーや主任ケアマネジャーの資格取得

のための研修など大幅に拡充した。 

〇令和 4年度から介護・障害福祉分野の社会福祉法人等奨学金返済支援制度を開始した。福祉施設

で働く若手職員に対して奨学金返済の支援をしている法人に対して、県に上乗せする形で上限 6

万円の補助を実施している。 

〇令和 4年度から人材確保につながる取組として、市単独の「福祉のしごと就職フェア」を開催し

ている。また県と共催の就職説明会も引き続き実施している。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

研修助成件数（件） 57 87 150 
 

〇 

 

83 

県など関係機関と連携した取

組 

〇県の「介護人材確保に向けた市町・団体支援事業」を活用するほか、兵庫県福祉人材センター等

の関係機関と連携し、介護に関する入門的研修及び介護職再就職支援講習の実施や、就職説明会

の開催など介護人材の確保に取り組んでいる。 
〇 

 
84 

指導や監査の実施 〇介護事業所に対して、労働環境の改善や介護報酬の処遇改善加算の活用等について指導や助言を

行い、介護従事者の定着促進を図っている。 
〇 

 

85 

介護現場革新の取組 〇介護ロボットやＩＣＴの活用による業務効率化、元気高齢者を含めた介護人材の確保・定着、介

護という仕事の魅力発信等、介護現場のイメージ刷新に努めた。 

○文書負担軽減や各種申請様式・添付書類等の簡素化等、業務効率化に向けて国、都道府県、関係

団体等と連携して取組を進めた。 

〇令和 5 年度に市内の福祉施設で実施された好事例をまとめた「明石の福祉の好事例集」を発行

し、施設等で働く職員がともに学び合い、質の向上に取り組む風土の醸成を図った。 

〇 

 

86 

ボランティア活動の促進 〇高齢者が活躍できる場を増やし、役割をもって生活できる地域づくりを進めるため、明石市ボラ

ンティアセンターを通じて、ボランティア活動への動機づけや、地域へのボランティア活動の周

知を図った。 
△ 

 

６．高齢者の活躍できる場の充実と社会参画の推進 

 （１）生きがいづくりと社会参画の推進 

 

87 

生きがいづくりや社会参画推

進のための情報提供 

○高齢者が安心して暮らせる「やさしい地域共生社会 あかし」を目指し、９月を「明石市高齢者

福祉月間」としている。また高齢者福祉月間にはあかし市民図書館にて高年クラブの活動紹介等

のＰＲブースを設置し、高年福祉関係事業のチラシを配布するなど高齢者の生きがいづくりや社

会参画推進のための情報提供などを行っている。 

○ 

 

88 

生きがいづくりの促進 ○年に２回開催される高齢者スポーツ大会の開催に対する支援や敬老優待乗車券の交付などの各

種いきがい事業を継続した。敬老優待乗車券については、たこバスの運賃を無料に、寿タクシー

券を 2,000円分から 4,000円分に増額を継続することで、高齢者の外出促進支援を図っている。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

敬老優待乗車券交付数（人） 60,725 62,367 63,300 
 

○ 

 

89 

高年クラブ活動の支援 ○単位高年クラブへの活動助成金の拡充を継続し、さらなる活動の充実支援につなげた。 

〇高齢者福祉月間において、長年高年クラブ活動に貢献された方に対してきんもくせい賞の表彰を

実施し、高年クラブ活動の活性化及び会員増強の取り組みを促進した。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

単位高年クラブ助成数（団体） 164 162 170 

単位高年クラブ会員数（人） 6,852 6,643 7,000 

単位高年クラブ助成額（円） 19,186,000 18,918,000 22,327,000 
 

○ 

 

90 

就労支援 ○高齢者の就労機会の拡大を推進するため、シルバー人材センターに対する支援を行い、新規加入

及び就労促進につなげた。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

シルバー人材センター会員数（人） 1,377 1,352 1,370 
 

○ 

 

91 

学習、教養活動、健康増進活動

の機会の提供 

○あかねが丘学園やあかねカレッジにおいて、良質な学習機会の提供を引き続き行った。また、ふ

れあいの里において、健康体操や健康相談を実施するなど、高齢者の健康増進やレクリエーショ

ンの場を引き続き提供した。 

（※）令和 4年度開設コースのため実績なし 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

あかねが丘学園の修了者数（人） 71 78 56 

あかねカレッジライトコースの在籍者数（人） 955 687 638 

あかねカレッジ科目別コースの修了者数（人） ‐（※） 119 212  

ふれあいの里利用者数（人） 76,344 82,442 90,000 

○ 
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７．健康づくりの推進 

 （１）健康づくりの推進・意識の向上 

 

92 

健康づくりの支援 高齢者を含む明石市民を対象に次の事業を実施している。 

○校区まちづくり協議会や自治会等が主催するイベントにて、健康に関する展示や各種測定、クイ

ズ等を実施 

○正しい健康づくりに関する情報提供 

○市ホームページ・広報あかしへの食育や運動の情報掲載、健康づくりや運動・栄養に関する各種

チラシの配布 

○健康づくりに取り組みやすい環境整備 

応援メッセージ等の階段バナーを作成し、ＪＲ大久保駅、ＪＲ魚住駅、天文科学館、ウィズあか

し（7～9階）、市役所北庁に設置 

○健康チェック・運動継続・仲間づくりの機会の提供 

○ＳＰ（あかし健康ソムリエプロジェクト）21活動（コミセン編） 

○減塩や食生活バランスなど食育や栄養についての情報提供を実施 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

イベント実施回数（回） 0 8 16 

イベント参加者数（人） 0 1,013 1,440 

栄養、運動、健康管理等に関する出前講座の

実施回数（回） 
33 45 64 

栄養、運動、健康管理等に関する出前講座の

参加者数（人） 
522 804 1,280 

ＳＰ21実施回数（回） 28 42 48 

ＳＰ21参加者数（人） 249 586 836 

運動や栄養、歯やたばこ等についての展示

や実技の実施回数（回） 
6 6 9 

運動や栄養、歯やたばこ等についての展示

や実技の参加者数（人） 
308 261 633 

減塩や食生活バランスなど食育や栄養につ

いての情報提供の実施回数（回） 
7 9 11 

減塩や食生活バランスなど食育や栄養につ

いての情報提供の参加者数（人） 
106 607 110 

 

〇 

 

93 

各種健診の受診勧奨 〇出前講座にて健診受診の必要性や生活習慣病予防等についての講義を実施 

〇健診制度等について、エプロンシアターやクイズ等にて受診の呼びかけなどを行うＡＫＰ（明石

市健診受診率向上プロジェクト）を実施 

〇健康相談や健康教室等の機会を活用し、かかりつけ医を持つことの重要性を周知（出前講座『い

ざというときの「夜間・休日の医療体制」』は令和 4年度で終了） 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

健診受診や生活習慣病予防等の出前講座の

実施回数（回） 
1 7 16 

健診受診や生活習慣病予防等の出前講座の

参加者数（人） 
26 148 320 

ＡＫＰ（明石市健診受診率向上プロジェク

ト）の実施回数（回） 
0 1 5 

ＡＫＰ（明石市健診受診率向上プロジェク

ト）の参加者数（人） 
0 118 250 

出前講座『いざというときの「夜間・休日の

医療体制」』の実施回数（回） 
0 0 - 

 

〇 
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８．地域づくりの支援 

 （１）生活支援体制整備の推進 

 

94 

生活支援体制整備事業 〇地域総合支援センターに生活支援コーディネーターを配置し、地域の多様な主体等を中心とし

て、地域に不足するサービスの創出や担い手の養成、高齢者が担い手として活動する場の確保な

どの資源開発やネットワークの構築、ニーズと取組のマッチングなどを行うことにより、地域に

おける一体的な生活支援等の提供体制の整備を進めている。 

○高齢者個人の特性や希望に合った活動をコーディネートし、役割がある形での高齢者の社会参加

を促進するため、就労的活動支援コーディネーターを配置した。また、有償ボランティア等の受

け入れ可能な施設について調査するため、社会福祉法人等との意見交換やアンケート調査を行っ

た。 

○ 

 

95 

高齢者生活支援サービスネッ

トワーク事業 

〇日常生活において支援を必要とする高齢者等に対し、生活支援サービスの提供が可能な協力団体

を登録し、協力団体の情報を市のホームページに掲載し、地域総合支援センター等へ情報提供す

ることにより、円滑なサービス利用に繋げ、地域で支援を必要とする高齢者の課題解決を図って

いる。 

○明石市ホームページで随時登録団体の募集を行っている。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

登録団体数（団体） 実績 32 32 32 
 

〇 

 

96 

地域支え合いの家の設置 〇地域における支え合い活動の主たるパイロット地域として３校区を選定し、それぞれ地域のボラ

ンティア団体等に事業を委託し、総合相談支援と居場所づくり、地域の仕組みづくりを有機的に

連携させながら、一体的に提供している。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

地域支え合いの家の設置数 3 3 3 
 

○ 

 （２）見守り体制の充実 

 

97 

見守りネットワークの充実 ○事業活動を通じて高齢者と接する機会の多い民間事業者の協力のもと、高齢者見守り協定を結

び、高齢者の異変を早期に発見し、住み慣れた地域で安全に安心して生活することができるよう、

相互に連携を行い、地域での見守り支援体制の強化を図っている。 

○民生児童委員による見守りをはじめ、ボランティアによるサロン、社会福祉協議会による徘徊見

守りＳＯＳネットワーク事業や認知症サポーターなどにより重層的に見守りを行っている。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

協定締結事業者数（者） 24 34 40 

安否確認通報件数 10 22 25 
 

○ 

 

98 

高齢者の暮らしを支える施策

の充実 

○ひとり暮らし台帳の登録、飲料の配付による見守り安否確認事業や福祉電話、緊急通報装置の貸

し出し、ふれあい会食などを推進し、ひとり暮らし高齢者が安心して暮らせるよう施策を実施し

ている。 

○高齢者世話付住宅（シルバーハウジング）で、生活援助員が入居者の安否確認や緊急時の対応を

行うことで、ひとり暮らし高齢者が安心して暮らせるように支援している。（３か所、134戸） 

〇65 歳以上の高齢者を対象に、コミセンで中学校給食を提供し、孤食と閉じこもりを防止するみ

んなの給食を実施している。 

 令和 3年度実績 令和 4年度実績 令和 5年度見込 

ひとり暮らし台帳登録者数（人） 8,799 8,818 8,850 

飲料の配付（安否確認事業）（人） 4,379 4,294 4,300 

福祉電話利用者数（人） 38 36 35 

緊急通報システム利用者数（人） 565 565 580 

みんなの給食参加者数（人） 280 1,008 2,400 
 

○ 

 

99 

移動手段の確保 ○高齢者が住み慣れた地域で、できる限りこれまで通りの暮らしをつづけられるよう、高齢者の日

常生活を支えるための移動手段の確保を交通施策所管部門等と連携しながら検討する必要があ

る。 
× 

 


